
平成　 年　 月　 日時点

�

（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要

�単年度繰返

� 43 年度～

�開始年度不詳

�期間限定複数年度

平成 年度～ 【業務の流れ】

平成 年度まで

（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト

（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標

ア

イ

ア

イ

目

的

平成 23 年度事後評価・決算 事務事業マネジメントシート 

24 10

所属班 クリーンセンター

24

課 環境課

事務

事業名
ｺｰﾄﾞ2

主要事業 電話番号 62-0955

ｺｰﾄﾞ1 1138 塵芥処理施設運営費

内線 なし

施策 2 循環型社会の構築 一般会計 04 02 02

① 事業期間 ② 事業の内容　※何をどのようにする事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

　市内より発生するごみ(一般廃棄物）を、ステーション方式により収集し旭市クリーンセンターへの搬入を行っている。又、直接搬入

による受け入れを業務を行っている。集められたごみは、クリーンセンター内の焼却施設や資源化施設・粗大ごみ処理施設で処理

し、処理後の焼却灰（燃え殻）などは、旭市グリーンパーク（最終処分場）へ埋め立て、最終処分をしている。

　この際、資源ごみ等の一部を有価物として売却し、焼却灰の一部及び容器包装ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ等は、外部へ資源化委託している。

　これら一般廃棄物（ごみ）の収集・処理・施設の整備並びに維持、運転管理等を行っている。

昭和

・一般家庭→ごみステーション→収集→旭市クリーンセンター→旭市グリーンパーク（最終処分場）

・直接搬入によるごみの受け入れ→→→→↑　↓→→→→→→資源化委託（焼却灰・容器包装ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　↓→→→→→→有価物売却（金属類・紙類等）

※全体像を記述⇒

施策の展開 1 廃棄物処理体制の充実 根拠

法令

廃棄物と清掃に関する法律

旭市廃棄物の処理及び清掃に関する条例基本事業 88 ごみの収集・処理体制の充実

１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）

政策

体系

基本方針 2 快適でうるおいのあるまちづくり 予算

科目

会計 款 項 目

26年度

① 事業費の内訳（費目等） （決算） （決算） （決算） （計画） （計画） （計画）

単位

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

876

都道府県支出金 千円

国庫支出金 千円

その他 千円 260,233 275,868 291,027 261,878

178,358 186,046 226,112

② 延べ業務時間の内訳 事業費計  （A） 千円 410,674 454,226

平成23年度（主な費目）　決算見込み　477,949千円

 ・共済費、賃金　　　　　　　34,873千円   ・容器包装廃棄物選別業務18,900千円

・需用費（光熱水費等）　 　97,938千円   ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ処理業務委託　　21,940千円

・廃棄物収集運搬委託費  44,835千円   ・施設整備（改修工事)　　 187,485千円

・焼却灰処理業務委託費  43,656千円 　・その他　　　　　　　　　 　　　28,322千円

事

業

費

財

源

内

訳

一般財源 千円 150,441

477,949 487,990 0 0

地方債 千円

環境課　1名　　1時間×52週＝52時間

クリーンセンター職員　14名×2,015時間＝28,210時間

　　正規職員合計　　　　15名

　　延べ業務時間合計　28,262時間

人

件

費

正規職員従事人数 人 14.03 14.03 14.03 14.03

延べ業務時間 時間 28,262 28,262 28,262 28,262

トータルコスト(A)＋(B) 千円 499,935 543,487 567,210 577,251

人件費計  (B) 千円 89,261 89,261 89,261 89,261 0 0

26年度

単位 （決算） （決算） （決算） （計画） （計画） （計画）

0 0

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

24,088 24,052・ごみ処理業務

・ごみステーション収集業務（収集車両9台）

・ごみ受入業務（車両搬入台数）

イ ごみステーション数（収集車両9台） 箇所 1,125 1,213

23年度実績（23年度に行った主な活動）

ア ごみ処理量 トン 26,049 24,124

1,228 1,243

24年度計画（24年度に計画している主な活動）

・ごみ処理業務

・ごみステーション収集業務（収集車両9台）

・ごみ受入業務（車両搬入台数）

ウ 車両搬入台数（延べ：直接搬入含む） 台 97,588 103,907 110,976 118,045

② 対象（誰、何を対象にしているのか） ⑥ 対象指標名

21年度 22年度

手

段

① 主な活動 ⑤ 活動指標名

23年度 24年度 25年度 26年度

単位 （決算） （決算） （決算） （計画） （計画） （計画）

市民・市内事業者（一般廃棄物排出事業者）

ごみ袋販売店

人口 人 70,138 69,749 69,223 68,700

③ 意図（対象がどのような状態になるのか） ⑦ 成果指標名（考え方）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

販売店舗数 店舗 195 192 192 192

（計画）単位 （決算）

 ステーション等を中心に家庭ごみ等を排出す

る環境を整え、ポイ捨や野焼きの防止を図り、

ごみを適正に処理できる状況とする。

ア

ごみ袋販売枚数

(適正処理の指標) 枚 2,829,300 2,919,410 2,878,300 2,830,000

（決算） （決算） （計画） （計画）

イ

ごみステーション設置数

(適正処理の指標　)

箇所 1,125 1,213 1,228 1243

24年度 25年度 26年度

単位 （決算） （決算） （決算） （計画） （計画） （計画）

21年度 22年度 23年度

（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等

① 開始したきっかけは何か？どんな経緯で始

　まったか？

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠

　法令等）はどう変化しているか？開始時期

　あるいは５年前と比べてどう変わったか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業

　対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が

　寄せられているか？

922 771 871

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

上

位

目

的

④ さらに、どんな上位目的に結び付けるのか ⑧ 上位成果指標名（考え方）

生活環境の保全

廃棄物清掃等について作業依頼・要望件数

(件数が減少することにより、生活環境の保全に結びつく）

件 920

　旧旭市、海上町、飯岡町、干潟町の構成により

塵芥（ごみ）の共同処理を目的に開始された。

　（合併により、新旭市に移管）

　焼却施設等のごみ処理施設が、老朽化してい

る。

（対象者、根拠法令等は大きな変化ありません。）

 市民からの、ごみの収集や分別についての問い合わ

せが寄せられている。



２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  結びついている ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  適切である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  活動量を増やせば成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やさなくても、やり方を工夫することで成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やしたり、活動を工夫したりしても、今以上成果は向上しない ⇒【理由】

�  他に手段がある

事務事業名：（ ）

�  統廃合ができる ⇒【理由】

�  連携ができる ⇒【理由】

�  既に統廃合・連携している ⇒【理由】

�  統廃合・連携ができない ⇒【理由】

�  他に手段がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  公平・公正である ⇒【理由】

３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括

（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）

① 目的妥当性 �適切 �見直し余地あり

② 有効性 �適切 �見直し余地あり

③ 効率性 �適切 �見直し余地あり

④ 公平性 �適切 �見直し余地あり

４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）

（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可） ※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性 （３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果

�目的再設定 �行政関与の見直し

�事業のやり方改善による成果向上 �事業統廃合・連携（関連事業： ）

�事業のやり方改善による事業費削減 �事業のやり方改善による延べ業務時間削減

�受益機会の適正化 �費用負担の適正化

�廃止・休止

（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について ※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？

（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

事務事業名 塵芥処理施設運営費 課名 環境課 班名 クリーンセンター

目

的

妥

当

性

評

価

① 政策体系との整合性

この事務事業の目的は市の政策体系に結

びつくか？意図することが上位目的に結び

ついているか？

　一般家庭等のごみを、市民等がごみステーションの利用や直接搬入を通じて、適正に排出できるようにすることに

より、生活環境の保全に結びついている。

② 対象・意図の妥当性

対象を限定・追加すべきか？意図を限定・

拡充すべきか？

　対象者を、ごみ（一般廃棄物）を排出する市民や市内の一般廃棄物排出事業者及びごみ袋販売店と限定し、意

図については対象者が、ごみを適正に排出できる状況とする。

③ 行政関与の妥当性

なぜこの事業を市が行わなければならない

のか？税金を投入して実施すべきか？

　ごみ(一般廃棄物）の処理は、市町村の責務であるため。

目的を達成するには、この事務事業の他

（民間・国県を含む）に方法があるか？

↓

他に手段がある場合

(1)具体的にはどのような事務事業か？

(2)類似事業との統廃合ができるか？類似

事業との連携を図ることにより、成果の向

上が期待できるか？

(2)

　他に類似の事業はありません。

効

率

性

評

価

⑦ 事業費の削減余地

（表面トータルコストの事業費部分）

事業費を削減できないか？（経費の精査、

過剰仕様の適正化、回数削減、住民の協

力、アウトソーシングなど）

　運転業務等の見直しを行い、経費（電気料金・燃料費）の削減に取り組む。

⑧ 人件費の削減余地

（表面トータルコストの人件費部分）

やり方の工夫（業務プロセスの改善など）

や臨時職員の活用・委託により、正規職員

の延べ業務時間を削減できないか？

　業務の体制を見直し、経費の削減に取り組む。

有

効

性

評

価

④　成果の現状水準

あるべき水準や目標に達しているか？近

隣市や類似団体と比較してどうか？

　銚子市・匝瑳市（匝瑳市ほか二町環境衛生組合）と比較し、収集・処理業務は同水準となっている。

⑤ 成果の向上余地

次年度以降の成果向上が期待できるか？

事務事業を取り巻く環境変化等を考慮する

とどうか？

　家庭ごみ等、排出する環境（ｽﾃｰｼｮﾝ設置、ごみ袋販売、直接搬入）を整えることにより、ポイ捨てや野焼きを防ぎ

生活環境保全に貢献する。尚、ｽﾃｰｼｮﾝ設置、ポイ捨て、野焼き防止については、他事業であるため、連携して環

境保全の成果を向上させる。

⑥ 類似事業との統廃合・連携の

    可能性
(1)

（廃止・休止の場合は記入不要）

コスト

削減 維持 増加

公

平

性

評

価

⑨ 受益機会・費用負担の

　　適正化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っていて

不公平ではないか？受益者負担が公平・

公正になっているか？

　旭市内の市民等を対象に事業を行っており、ごみを排出する市民等（受益者）は、ごみ処理手数料により費用の

一部を負担しているため、受益機会・費用負担は公平・公正と思われる。

（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果

　当該施設の設置及び運営は、市民サービスの面から必要不可欠な事業であり、今後も適切な維持

管理に努めるとともに、コスト意識を常に持ち、維持管理経費等の削減に取り組むこととする。

①ごみ処理量（可燃ごみ含む）が減少傾向にあるため、焼却炉（可燃ごみ処理）の運転稼動日を計画的減少させ

電気料金や燃料費（重油）の削減を図る。（本年度より取り組んでいる。）

②

③

低下

①ごみ処理量（可燃ごみ含む）は時期に応じて増減があり、又、焼却炉（可燃ごみ処理）の故障が発生する場合もあることから、可燃ごみについては、適正な

焼却を維持するため、受け入れ量の把握に課題がある。

　この課題の解決策として、可燃ごみの受け入れ量の予測に努め、又、焼却炉の故障など突発的な要因には柔軟な運転体制により解決する。

②

成果

向上

維持 ○


